
 

  貸 借 対 照 表 （平成19年3月31日現在）                      単位：百万円 

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部） 

流 動 資 産 101,566 流 動 負 債 94,862 

現 金 預 金 9,677 支 払 手 形 13,249 

受 取 手 形 11,238 工 事 未 払 金 45,630 

完 成 工 事 未 収 入 金 37,547 短 期 借 入 金 10,000 

ファクタリング債権 15,410 ｷｬｯｼｭ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ借入金 6,271 

有 価 証 券 572 未 払 金 1,146 

未 成 工 事 支 出 金 20,850 未 払 費 用 1,385 

材 料 貯 蔵 品 369 未 払 法 人 税 等 711 

前 払 費 用 369 未 成 工 事 受 入 金 13,555 

繰 延 税 金 資 産 2,263 預 り 金 2,295 

そ の 他 3,315 工 事 損 失 引 当 金 182 

貸 倒 引 当 金 △ 49 そ の 他 433 

    

固 定 資 産 102,493 固 定 負 債 34,954 

有 形 固 定 資 産 49,554 退 職 給 付 引 当 金 28,929 

建 物 ・ 構 築 物 25,345 退職給付制度移行時未払金 5,394 

機 械 ・ 運 搬 具 355 そ の 他 630 

工 具 器 具 ・ 備 品 893   

土 地 22,955 負 債 合 計 129,817 

建 設 仮 勘 定 4   

  （純資産の部）  

無 形 固 定 資 産 1,337 株 主 資 本 72,955 

ソ フ ト ウ ェ ア 1,124   資 本 金 7,901 

そ の 他 213   資 本 剰 余 金 7,889 

  資 本 準 備 金 7,889 

投資その他の資産 51,601   利 益 剰 余 金 60,838 

投 資 有 価 証 券 20,647 そ の 他 利 益 剰 余 金 60,838 

関 係 会 社 株 式 4,590   圧 縮 記 帳 積 立 金 2,332 

その他の関係会社有価証券 87 別 途 積 立 金 53,519 

長 期 貸 付 金 10,452 繰 越 利 益 剰 余 金 4,986 

破産債権、更生債権等 1,498   自 己 株 式 △ 3,674 

長 期 前 払 費 用 133   

繰 延 税 金 資 産 13,034 評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,287 

そ の 他 3,781 その他有価証券評価差額金 1,287 

貸 倒 引 当 金 △ 2,624   

  純 資 産 合 計 74,243 

    

資 産 合 計 204,060 負 債 ・ 純 資 産 合 計 204,060 

 



 

  損 益 計 算 書（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）             単位：百万円 

科 目 金 額 

売 上 高   

完 成 工 事 高 226,119  

兼 業 事 業 売 上 高 975 227,095 

売 上 原 価   

完 成 工 事 原 価 209,932  

兼 業 事 業 売 上 原 価 785 210,718 

売 上 総 利 益   

  完 成 工 事 総 利 益 16,187  

  兼 業 事 業 総 利 益 189 16,376 

販売費及び一般管理費  11,937 

営 業 利 益  4,439 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 配 当 金 574  

そ の 他 1,226 1,800 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 166  

有 価 証 券 運 用 損 1,201  

そ の 他 76 1,445 

経 常 利 益  4,793 

特 別 利 益   

前 期 損 益 修 正 益 97  

固 定 資 産 売 却 益 28  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 189 315 

特 別 損 失   

前 期 損 益 修 正 損 84  

固 定 資 産 処 分 損 96  

投 資 有 価 証 券 処 分 損 1  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 90  

施 設 利 用 権 評 価 損 33  

割 増 退 職 金 443  

海 外 事 業 整 理 損 失 540 1,290 

税 引 前 当 期 純 利 益  3,819 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 879  

法 人 税 等 調 整 額 1,304 2,183 

当 期 純 利 益  1,636 

 



 

  株主資本等変動計算書（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）           単位：百万円 

 株  主  資  本 

 資本剰余金 利益剰余金 

 その他利益剰余金 

 

資本金 
資本準備金 圧縮記帳 

積立金 
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

平成18年3月31日残高 7,901 7,889 1,694 53,519 4,797 △ 3,642 72,160

当期変動額   

利益処分による剰余金の 

配当 
 △ 373  △ 373

 剰余金の配当  △ 373  △ 373

利益処分による役員賞与  △ 63  △ 63

利益処分による圧縮記帳 

積立金の取崩 
 △ 24 24  －

 圧縮記帳積立金の取崩  △ 26 26  －

 利益処分による圧縮記帳 

  積立金の積立 
 678 △ 678  －

 圧縮記帳積立金の積立  10 △ 10  －

 当期純利益  1,636  1,636

 自己株式の取得  △ 31 △ 31

 株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
  

当期変動額合計 － － 638 － 188 △ 31 795

平成19年3月31日残高 7,901 7,889 2,332 53,519 4,986 △ 3,674 72,955

 

 評価・換算差額等 

 

 

 

その他有価証券 

評価差額金 

純資産合計 

平成18年3月31日残高 1,114 73,274

当期変動額  

利益処分による剰余金の 

配当 
 △ 373

 剰余金の配当  △ 373

利益処分による役員賞与  △ 63

利益処分による圧縮記帳 

積立金の取崩 
 －

 圧縮記帳積立金の取崩  －

 利益処分による圧縮記帳 

  積立金の積立 
 －

 圧縮記帳積立金の積立  －

 当期純利益  1,636

 自己株式の取得  △ 31

 株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
172 172

当期変動額合計 172 968

平成19年3月31日残高 1,287 74,243

 



 

  個別注記表 
 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
   １．資産の評価基準及び評価方法 
     （１）有価証券 
       ①売買目的有価証券       時価法（売却原価は移動平均法により算定） 
                                               なお、追加情報に記載のとおり、当期末における残高 
                                             はない。 
       ②子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 
       ③その他有価証券 
        時価のあるもの        当期末の市場価格等に基づく時価法 
                       (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平 

                       均法により算定) 
        時価のないもの        移動平均法による原価法 
                        なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合 
                       への出資（証券取引法第2条第2項により有価証券と 
                       みなされるもの）については、組合契約に規定される 
                       決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と 
                       し、持分相当額を純額で取り込む方法によっている。 
     （２）たな卸資産 
       ①未成工事支出金        個別法による原価法 
       ②材料貯蔵品          総平均法による原価法 
   ２．固定資産の減価償却の方法       有形固定資産 建物           定額法 
                              建物以外         定率法 
                       無形固定資産 ｿﾌﾄｳｪｱ(自社利用)  定額法(5年償却) 
                              その他          定額法 
   ３．引当金の計上基準 
     （１）貸倒引当金 
       売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上している。 

     （２）工事損失引当金 
       受注工事の損失発生に備えるため、当期末手持工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ

金額を合理的に見積ることのできる工事について、その損失見込額を計上している。 
     （３）退職給付引当金 
       従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。過去勤務債務（債務の減額）については、その発生時における従業員の
平均残存勤務期間の年数による定額法により按分した額を発生時から費用の減額処理してい
る。また、数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間の
年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理している。 

   ４．リース取引の処理 
       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
   ５．消費税等の会計処理 
       消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。 

６．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。 
 
 

  （会計方針の変更） 
１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

当期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17
年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会
計基準適用指針第8号 平成17年12月9日）を適用している。 
従来の資本の部の合計に相当する金額は、７４，２４３百万円である。 
なお、当期における貸借対照表の純資産の部については、会社計算規則（法務省令第13号 平

成18年2月7日）により作成している。 
 
 



 

  （表示方法の変更） 
      １．貸借対照表関係 

ファクタリング債権については、従来、流動資産の「その他」に含めて表示していたが、重
要性が増したため、当期から区分掲記している。 
  なお、前期におけるファクタリング債権は、流動資産の「その他」に１，９３８百万円含ま
れている。 

 
 
  （追加情報） 
      １．役員退職慰労金制度の廃止 

平成18年6月29日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度を廃止し、在任期間
に相当する退職慰労金の打ち切り支給を行うことを決議した。 

   これに伴い、確定した役員退職慰労金は、固定負債「その他」に計上している。 
      ２．有価証券の保有目的の変更 

当期において、資金運用方針の変更を決定し、平成19年3月31日をもってトレーディング
業務および担当部署を廃止した。 
  これに伴い、従来の売買目的有価証券は、すべてその他有価証券に変更し、流動資産の有価
証券から固定資産の投資有価証券に期末日の時価をもって振替えている。この結果、流動資産
の有価証券が１１，４８８百万円減少し、固定資産の投資有価証券が同額増加している。 
  また、振替時の評価差額は、損益計算書の営業外費用「有価証券運用損」に計上している。 

 
 
貸借対照表に関する注記 
 
   １．担保資産 
            担保に供している資産 

関 係 会 社 株 式 １１百万円
長 期 貸 付 金 ５０百万円

計 ６１百万円
             当社が出資しているＰＦＩ事業に関する事業会社の借入債務に対して、担保を提供している。 
   ２．有形固定資産の減価償却累計額         ２８，０６０百万円 
   ３．保 証 債 務 

被 保 証 者 保 証 金 額 被 保 証 債 務 の 内 容 

 百万円

渥美ｸ ﾞ ﾘ ｰ ﾝ ﾊ ﾟ ﾜ ｰ㈱ １，７００ ㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行に対する借入契約保証 

長 島 ｳ ｲ ﾝ ﾄ ﾞ ﾋ ﾙ ㈱ ５６０ 日本政策投資銀行に対する借入契約保証 

九 電 工 共 済 会 １７７ ㈱福岡銀行他２行に対する借入契約保証 

㈱がまだすｺﾐｭﾆﾃｨｻｰﾋﾞｽ ６５ ㈱ｷｭｰｺｰﾘｰｽに対する借入契約保証 

九連環境開發股份有限公司 ３６ ㈱三菱東京UFJ銀行に対するﾎﾞﾝﾄﾞ発行保証 

九 州 電 工 ﾎ ｰ ﾑ ㈱ ０ ㈱三井住友銀行に対する住宅ﾛｰﾝ保証 

計 ２，５４０  

 
   ４．手形債権流動化に伴う買戻し義務額          １１１百万円 
   ５．関係会社に対する短期金銭債権         １０，２７０百万円 
     関係会社に対する長期金銭債権         １０，１５０百万円 
     関係会社に対する短期金銭債務         １４，５３４百万円 
      ６．貸出コミットメント契約 
    （１）当社借手側 
       運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と貸出コミットメント契約を締結して 

いる。当期末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりである。 
貸出ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄの総額 20,000百万円
借 入 実 行 残 高 7,000百万円
差 引 額 13,000百万円

    （２）当社貸手側 
       ＰＦＩ事業会社（３社）への協調融資における劣後貸出人として同３社と劣後貸付契約を締

結している。 
      なお、貸出コミットメントの総額は62百万円であるが、当期末における実行残高はない。 



 

    ７．キャッシュ・マネジメント・サービス借入金 
      連結子会社を対象にしたキャッシュ・マネジメント・サービスによる借入金を表示している。 
    ８．退職給付制度移行時未払金 
      平成１６年１０月１日付で、退職一時金制度から確定拠出年金制度へ移行したことに伴って 

発生した移換金の未払いを表示している。 
 

損益計算書に関する注記 
 

   １．関係会社に対する売上高            ５９，１４５百万円 

   ２．関係会社からの仕入高              ４７，７１９百万円 

   ３．関係会社との営業取引以外の取引高          １，２９５百万円 
 
株主資本等変動計算書に関する注記 
 

１．自己株式に関する事項                                                （単位：株） 

株式の種類 前事業年度末 増  加 減  少 当事業年度末 

普通株式 ８，３８４，６０３ ４６，２５７ － ８，４３０，８６０

  株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものである。 
 

税効果会計に関する注記 
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
    （繰延税金資産）                                                 百万円 

  退職給付引当金損金算入限度超過額 １１，６９９

  退職給付制度移行時移換金未払額 ２，７２７

  賞与引当金 １，５４４

  貸倒引当金損金算入限度超過額 ４８７

  減損損失 ３０４

  その他 １，４６７

    繰延税金資産小計 １８，２３０

    評価性引当額 △ ４６９

    繰延税金資産合計 １７，７６１

      （繰延税金負債） 

  固定資産圧縮積立金 △ １，５８３

  その他有価証券評価差額金 △ ８７７

  その他 △ ３

    繰延税金負債合計 △ ２，４６４

    繰延税金資産の純額 １５，２９７

 
リースにより使用する固定資産に関する注記 
 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
     （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 取得価額相当額

（百万円） 

減価償却累計額

（百万円） 

期末残高相当額 

（百万円） 

 建物 ４０ ８ ３２ 

 機械装置 ３，９７２ ２，２１９ １，７５３ 

 車両運搬具 ４２４ ２６１ １６２ 

 工具器具・備品 ５０７ ３０５ ２０１ 

合  計 ４，９４４ ２，７９５ ２，１４９ 

     （２）未経過リース料期末残高相当額 
  １年内 ６３７百万円

  １年超 １，５８３百万円

    合  計 ２，２２０百万円



 

     （３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  支払リース料 ７７１百万円

  減価償却費相当額 ７００百万円

  支払利息相当額 ７２百万円

     （４）減価償却費相当額の算定方法 
       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 
     （５）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方
法については、利息法によっている。 

 
関連当事者との取引に関する注記 
 

１．親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等の 

名称 

議決権等の

被所有割合

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額

（百万円）
科目 

期末残高

（百万円）

完成工事 

未収入金 
8,049

その他の 

関係会社 
九州電力㈱ 

直接 

30.30％

間接 

0.16％

建設工事の

請負施工 

役員の兼任

１名 

工事請負施工 

（注）３ 
57,138

未成工事 

受入金 
641

       （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

                 ２．議決権等の被所有割合の間接所有は、㈱電気ビル（0.07％）、光洋電器工業㈱（0.07％）、及び西日本プラント工業㈱ 

                   （0.02％）である。 

                 ３．配電線工事の請負については、当社にて総原価を積算した見積価格を提示し、毎期価格交渉のうえ請負価格を決定し 

                     ている。また、建設工事の請負については、当社の見積価格を提示し、先方との交渉のうえ決定している。 

 
２．子会社及び関連会社等 

属性 
会社等の 

名称 

議決権等の

所有割合

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額

（百万円）
科目 

期末残高

（百万円）

資金の貸付 

（注）２ 
1,352

貸付金の回収 85子会社 
九州電工 

ホーム㈱ 

直接 

100.00％

資金の貸付

役員の兼任

３名 
貸付利息受入 6

長期貸付金 6,271

子会社 ㈱昭電社 
直接 

78.26％

材料購入 

役員の兼任

２名 

材料購入 

（注）３ 
9,784 工事未払金 2,876

       （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

                 ２．九州電工ホーム㈱に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定している。 

                 ３．材料の購入については、当社が見積価格の提示を受け、先方との交渉のうえ決定している。 

 
１株当たり情報に関する注記 
 

１．１株当たり純資産額    ９９５円５５銭 
２．１株当たり当期純利益   ２１円９３銭 
 

重要な後発事象に関する注記 
 
１．㈱キューコーリースの再建について 
   当社 100％出資子会社の㈱キューコーリース（福岡県福岡市）は、主に自動車・ＯＡ機器・

設備機器のリース事業を行ってきたが、平成19年4月27日に生じた取引先の倒産に伴い、貸
倒引当金の追加計上等の損失処理により当期末に債務超過に陥った。 

   当社は、㈱キューコーリースの経営再建の見通しはあるものと判断しており、平成 19 年 5
月 15 日開催の取締役会において、早期に健全経営体質の確立を目指すこととし、今後、増資
引受を含めた具体的な再建策を決定することを決議した。 

 


